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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 1,390 8.7 1,338 10.6 306 50.6 304 49.8 210 25.5

2022年３月期第１四半期 1,278 24.2 1,210 23.9 203 － 203 － 167 －

（注）包括利益 2023年３月期第１四半期 214百万円 （28.2％） 2022年３月期第１四半期 167百万円 （－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第１四半期 6.59 －

2022年３月期第１四半期 5.25 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期第１四半期 78,625 13,116 16.7 411.49

2022年３月期 78,431 13,022 16.6 408.58

（参考）自己資本 2023年３月期第１四半期 13,116百万円 2022年３月期 13,022百万円

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 3.75 － 3.75 7.50

2023年３月期 －

2023年３月期（予想） － － － －

１．2023年３月期第１四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

配当予想は、「３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）」と同様の理由により開示を

行っておりません。

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

当社グループは、金融商品取引業（外国為替証拠金取引業）を営んでおり、当社グループの業績は相場動向や市場流

動性等のマーケット環境並びに国内及び海外の経済環境等からの影響を大きく受け予測が困難であるため、業績予想の

開示は行っておりません。その代替として、営業収益及び業績に大きく影響を与える外国為替取引高や顧客口座数等の

営業指標を月次概況として開示しております。また、業績に大きく影響を与える販売費・一般管理費の動向について、

2022年８月３日公表予定の決算補足説明資料にて補足いたします。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期１Ｑ 33,801,900株 2022年３月期 33,801,900株

②  期末自己株式数 2023年３月期１Ｑ 1,926,304株 2022年３月期 1,928,516株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期１Ｑ 31,873,456株 2022年３月期１Ｑ 31,854,725株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）役員向け業績連動型株式報酬制度を導入しており、同制度に係る信託が所有する当社株式を自己株式に含め

ております。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

当社は第２四半期末及び期末を基準日として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、親会社株主に帰属する

当期純利益の30％を配当性向の目途としつつも、財務状況及び事業環境等を総合的に勘案して決定しております。な

お、配当予想額は開示可能となった時点で速やかに開示する予定であります。

決算補足説明資料については、2022年８月３日に東京証券取引所「適時開示情報閲覧サービス」及び当社ウェブサイ

トに掲載いたします。


